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技術進歩の型と長期循章

- ポッカラの過剰蓄漬論によせて-

北 島 健 一

は じ め に

マランボウは,今日の西欧社会が抱える失業問題は短期的なものではなく,

長期的な現象であるとの認識にたち,どちらかと言えば ｢ケインズ的失業｣よ

りは,むしろ,｢古典派的失業｣,すなわち充分な需要が存在する!こもかかわら

ず,資本不足によって労働の超過供給が存在する状態を強調する議論を展開し

たOそして,経済の spontaneousな変化では, この問題は解決され得ないと

し,短期的な政策としては総需要管理を,より根本的なあるいは中期的な政策

としては所得政策の必要性を説いた1)0

マテンポウの不均衡理論とはアプローチの仕方こそ異なるとは言え,ここで

とりあげるポ ッカラの過剰蓄積論も,今日の失業問題を長期的なものとして捉

え,すぐれて政策指向的な議論を展開した｡しかし,その政策的含意は,マラ

ンボウが得たものとは,対照的な方向を示している｡明らかに∴戦後の比較的

に持続的な高成長を歩んだ時代とは異なる現代の資本制経済は,長期的な視野

から見た場合,どのように位置づけられるのか,そしてあるべき政策とはどの

ようなものなのか,およそこのような問題を考える一つの手掛りとして,小論

ではポッカラの過剰蓄積論をとりあげるo

ところで,ポ ッカラの過剰蓄積論には,これまで,マルクスの利潤率の懐向

的低落の法則 (以下,法則と略)に基づくものとして,また ｢過剰蓄積一減価

1) マランボウの論文,著作は多数に及ぶが,とりあえず次の文献を参照｡ E.Malinvaud,肋 ∫J

unemployment,1984.
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の理論｣として解介 ･批判されてきたという経緯がある2)｡ しかし,結論的に

は,それは,いわゆる技術進歩の型の議論を取 り入れて,法則を長期循環論に

結び付けて具体化しようとするところにその核心がある｡そして,ここに,法

則についての一つの新たな問題提起がある｡これが,ポッカラの過剰蓄積論を

とりあげるもう一つの理由であり,それ故,その紹介に重点がおかれる｡なお,

小論で技術進歩の型と言う場合,資本の有機的構成,近似的には資本一産出比

率を基準にしている3)o

Ⅰ 利潤率の傾向的低落の法則をめぐって

これまでの法則をめぐる議論議は,互いに密接な関連をもつとはいえ,法則

の論証,その現実における展開様式,その統計的検証の三つの領域において展

開されてきたといえるだろう｡そして主として法則の論証に重点がおかれてき

たが,その背景には,ロビンソンやスウィ-ジーらに代表される法則批判があ

ったことは言うまでもない4㌔ また,まず法則が論証された後に,その具体的

な展開様式や統計的検証を問題にしえるという,やや機械的とも言える方法も

影響していた5)0

ポッカラが法則をとりあげる時, 平均利潤率はマルクスと同じくm/(C+

Ⅴ)であるが,これは社会の総剰余価値を投下総資本の価値で除したものとい

う意味で,各部門に均等に保障される利潤率,均等利潤率を意味しない6㌔ か

かる意味で抽象的な平均であるが,以下では,これが現実の利潤率を規制する

2) 最近のものとして,次の文献をあげておく｡本間要一郎 『現代資本主義分析の基礎理論』1984

年,第2章｡

3) 有枚的構成と資本一産出比率の関係については,置塩信雄 『現代資本主義分析の課題』1980年,

50-51ページ参照｡
4) JIRobinson,AnessayonMarXianEconoml'cs(reprinted),1949･

P･M･Sweezy,TheTheoryofCapL'talistDevelopment(reprinted),1952･
5) たとえば,音場良三 ｢資本蓄積と｢利潤率の債向的低落｣- ｢法則｣の論証,意義,その作用

形愚｣ 『経済評論』1960年6月号,55ページ｡片桐誠士 ｢利潤率の債向的低下法則の論証につい

で一一R.'ロスドルスキー論文を手がかりとしてIJ『経済学研究 (北大)』第11巻第2号,1961年,

42ページ｡
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と仮定して議論をすすめてゆく｡

ところで,ロビンソンらの法則批判は,主として,法則論証の際のマルクス

の仮定(剰余価値率一定)に関わるものであり,マルクスの体系から見た首尾一

貫性の欠如,そして剰余価値率が上昇する場合には利潤率の動きは不確定とな

ることが指摘されてきた｡この,いわゆる ｢不確定説｣に対する反批判の諸論

点を簡単に整理したうえで,ポッカラの議論の特徴をみてみることにしよう｡

反批判の要点は, ｢労働生産力の発展にともなって,いかに剰余価値率が上

昇しても,剰余価値量はその増大限界を充用される生きた労働によって画され

ている故,有機的構成が増大すれば利潤率は低下する｣というマルクスの論証

の確認であった7)O そして,かかる論証に対する置塩氏の明快な批判には,ほ

ぼ異論の余地はないと思われる8)｡ また,かかる利潤率の上限の低下を根拠に

した論証を補強する目的で,剰余価値率の増大にも一定の制約があることを論

証する試みもなされてきたOこれらの議論の中で,一般性をもつと考えられる

のは,労働生産性が一定率で上昇してゆくならば,実質賃金率を一定とした場

合には剰余価値率の上昇率は逓減してゆく,ということであった9'｡

さて,以上の議論の枠組みからみた場合,ポ ッカラの議論の大きな特徴は,

そしてまた彼自身最も重要なものとしてあげているのは,有機的構成が上昇し

てゆく場合,それと関わって ｢総労働の生産性｣の上昇が鈍化してゆくという

点である10)｡ここで, ｢総労働の生産性｣の上昇とは,一定の使用価値を生産

6) ポッカラの用語では,後者は ｢一般的利潤率｣と呼ばれるD独占による ｢一般的利潤率｣の変

容はありえても,平均利潤率には何ら関連はない｡ P.Boccara,iiudessurlecapiialisme
monopolisied'Etat,troisi占me占ditionaugment占e,1977,pp.303-304･

7) 吉塚良三,前掲論文｡p'=m/(C+V)<(V+m)/C
8) 置塩信雄 『資本制経済の基礎理論 (増訂版)』1978年,第3章第4節｡

9) 城座和夫 ｢マルクス ｢利潤率低下法則｣の現代的意義｣経済理論学会編 『労賃と利潤率』1961

年｡三谷友吉 ｢利潤率の低下について｣ 『関西大学経済論集』第19巻第2号,1969年,など｡労

働生産性の上昇率を一定,すなわち価値の減少率を一定とし,後者を α(0<a<1)とする｡剰余

価値率を C,実質賃金率をR(一定),消費財1単位の価値を tとすれば,

書-t瀞 一昔 )/i# =了慧･了妄 意(掌)>0
10) その他にあげているのほ,労働Elの延長 ･労働の強化の限界である｡P.Boccara,Cycleslongs,

mutationsteclmologiqlleSetCrise,IssuesNo16,1983,p.14･
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するのに必要な直接労働 (生きた労働)+間接労働 (死んだ労働)の減少を意

味する｡それゆえ,その鈍化とは,生産物の単位当た り投下労働量,すなわち

価値の低下が困難になることを意味する｡

資本の有磯的構成,すなわち死んだ労働/生きた労働 (C/N)が上昇する

時,この比率の上昇との関連の下に,生産物の価値中に占める死んだ労働の価

値移転分の比重が上昇する｡そして, この生産物の単位当た り価値に占める不

変資本の価値移転分の比重の増大のた馴 こ, ｢総労働の生産性｣の上昇が鈍化

する11)｡ポ ッカラはこれ以上に展開していないが,いまここで, ｢総労働の生

産性｣の上昇が鈍化することを認めるならば, このことは,有枚的構成の動 き

に影響を与えること,また,何よりも剰余価値率の上昇が困難になること (た

だし,実質賃金率を一定として)を意味するのは言 うまでもないJその他にポ

ッカラがあげている点- 労働 日の延長 ･労働の強化の限界- も考え合わせ

るなら,明らかに,ポッカラの以上の議論 も,いわゆる ｢不確定説｣を念頭に

おいてのものであると言えよう｡そして,その最 も特徴的な点は, ｢総労働の

生産性｣の上昇の鈍化という主張である｡

さて,以上の剰余価値率の上昇なる相殺要因の作用限度は,利潤率の上限の

低下を根拠にした法則の論証を補強する目的で論 じられてきた｡そして,その

結論は,作用限度がある故いずれかの時点で転換点を迎え,それ以後,利潤率

は有燐的構成の高度化のた釧 こ低下 してゆく, ということであったと言えよう.

確かに,ポ ッカラも,上限の低下を ｢理論的限界｣, そして作用限度を ｢実

際の限界｣ として論 じてお り12), もし ｢法則の論証｣ という問題設定をすれば,

ll) たとえば,P.Boccara,Travauxstatistiquessurlè s̀ystさmeproductif"fratlGaisetthiorie
desfacteursdelacrisedestructure,IssuesND1,1978,p.64.よく似た議論で,未聞氏も単
位当たり商品価値の低下率の逓減を問題にされていたが,労働生産性の概念において,また労働
生産性の上昇率よりも商品価値の低下率のほうが常に小さいという関係より商品価値の低下率の
逓減を導出している点において,ポッカラの議論とは異なる(同氏｢労働生産性の上昇と利潤率
低下傾向の法則｣ 『経済研究』第11巻第1号,1960年)｡また,富壕氏の｢生活資料の価値の低
下｣の遅滞性の議論とも異なる(同氏｢利潤率の債向的低下法則と恐慌の必然性に関する-読
論｣ 『商学論集』第22巻第5号,1954年)｡

12) P.Baccara,Cycleslongs,pp.13-14.
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同様な論証方法にたつとみれなくもない｡しかし,ポッカラの関心は ｢法則の

論証｣にはなく,法則と具体的現実との関わりにある｡そして,その関心の枠

内で,剰余価値率の上昇なる相殺要因の作用限度が論じられる｡では,作用限

度がある敵 価値の次元で現実に平均利潤率の低下が生じるのであろうか｡結

論を先取りすれば,かかる低下は,具体的現実を問題にする限りは単純に言え

ない,というのがポ ッカラの議論であると言える｡

この点についての,ポッカラの議論は次のように要約されうるだろう｡労働

市場の逼迫あるいはなんらかの採算性の限界に対応して,周期的に (7-12年

のジュグラー循環に対応する)資本の有棟的構成が上昇するが,このことは,

平均利潤率の継続的な低下はもたらさない｡なぜなら, ｢中期の軽 い過剰蓄

漬｣は労働生産性が上昇することによって,資本構成の上昇が鈍化し,とりわ

汁,剰余価値率が大きく上昇することによって解消されるからである｡しかし,

この剰余価値率の上昇には限度があり,こうしてこの上昇が,資本構成上昇の

平均利潤率に及ぼす影響を相殺し待なくなる時期が到来する｡ところが,この

価値の次元での潜在的な諸困難に対処する個別的な諸方法は,主として,資本

家問の相互信用授受などに支えられた価格のより急速な引き上げで,こうして

上昇する利潤率をもとに蓄積が加速化される｡ここに,需要に比して生産が増

大し, ｢長期の過剰蓄積｣が過剰生産として発現し,利潤率が現実 に低下す

る18)｡

ここにみられるように,ポッカラは,上記の作用限度なるものは,ある一定

の長期的な期間の後に始めて逢着するものとみる｡そして,ポ ッカラにならっ

てこの長期的な期間を ｢上昇憤向の長期局面｣と呼ぶならば,この局面におい

ては,中期循環 (仮に,いわゆる産業循環をこう呼んでおく)を繰り返しつつ,

むしろ平均利潤率は上昇してゆく懐向をもつと理論化される.､すなわち,ポ ッ

カラにあっては過剰蓄積は常に過剰生産によって明らかとなるが 14),それから

13) 整理された形ではないが あudesの各所で,またコンパク トにはCycleslongsの13-14ページ

にまとめられている｡

14) P.Boccara,Eludes,p.308,pp.399-400.
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の回復過程では有機的構成の上昇は平均利潤率の低下をもたらさず,逆に,と

りわけ剰余価値率の上昇によって上昇してゆくことが明言される｡また,一この

過剰生産は,労働市場の逼迫や採算性の限界などに15)起因しているものと捉え

られていて,決して,有機的構成が上昇することによって平均利潤率が下落す

るという法則と関連づけられているのではない｡

このようなことを強調するのは,法則と具体的現実との関わりを問盛にした

数少ない貴重な試みにおいて,法則を中期循環との関わりで論じようとする次

のような理論が存在するからである｡資本構成が上昇することによって平均利

潤率が低落するという ｢法則そのもの｣が現実に生じ, ｢絶えず重力の法則の

ように作用｣し,市場利潤率の周期的変動のもとにおおわれている,とする理

論や,恐慌期において法則が現実に発現するという理論などがそれである16)a

端的に言って,ポッカラの理論ではこのようなことは否定されていると言っ､て

よい｡

｢上昇傾向の長期局面｣から ｢下降傾向の長期局面｣への転回点を決定づけ

るとされる剰余価値率の作用限度についても同様な指摘をしうる｡ポ ッカラは,

作用限度に達すれば価格の騰貴が始まりあるいはインフレが加速化し始め,増

大する利潤率により蓄積が加速化し始めるとする｡この過程では,有枚的構成

の加速的上昇が生じるが,同時にとりわけ実質賃金率の下落により剰余価値率

も上昇するとみており,単純に平均利潤率が低下するのではなく,あくまでそ

の上昇の困難が生じていると考えられているとみてよい17㌔ それ乱 過剰生産

によって具体的現実において利潤率が低下しても,その背後に,現実に価値の

次元での平均利潤率の低下が必ず存在する,というのではない｡要 す るに,

15) Ibid.,p.358.P.Boccara,Travaux,p･38･
16) 平均利潤率の傾向的低落の ｢作用｣をめぐる諸見解を整理した,次の論文を参鳳 井村喜代子

｢利潤率の儀向的低落法則の作肝一第3部第3漏第15葺の理解を中心として.｣ 『資本論講座』

第4巻,1964私 大別して,法則それ自体が直亀 競争の激化等を通じて資本蓄積の無制限的発
展を促進 ･強制するという見解と,法則が恐慌において発現するとする見解に整理されているが,

いずれにせよ,法則が現実に生じているとする点では共通している｡

17) P.Boccara,Travaux,p.54.
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｢上昇傾向の長期局面｣を問題にする限 り,､ポ ッカラが法則と言う場合には,
//｢

それはマルクスが数値例を用いて示した意味で使われるのではなく,導入され

る技術進歩の型が,常に有機的構成を高めるようなものであった場合には,労

働生産性の上昇が抑制されるようになり平均利潤率の上昇が困難になる,とい

う意味で理解されていると言ってよい18㌔ 一般にマルクスの法則として理解さ

れている内容からすれば, この特異とでも言える理解は, ｢下降債向の長期局

面｣についての議論を追うことによって更に明らかになるであろう｡

ⅠⅠ 過剰蓄積と ｢負の価値増殖｣

ところで,理論的仮説を積み上げてゆく際に,ポ ッカラに当初より,前節で

示酸したようないわば循環論的な仮説があったわけではない｡出発点は,むし

ろ段階諭的なそれであり,国家独占資本主義や独占資本主義の成立 ･意味を明

らかにする,というところに関心が向けられていた｡その際に,彼が依拠した

のは,マルクスの過剰蓄積についての記述であるOそして,ここに既に,法則

を直接に具体的現実の問題に適用する土とは妥当ではないとする立場が示酸さ

れていると言えよう｡

ポ ッカラは,利潤 (率)を基準にして資本の過剰蓄積を,例えば ｢ある与え

られた資本主義社会において､価値増殖するために得ることができる剰余価値

あるいは利潤総量の限界に較べて,資本が過剰に蓄積されること｣19) と,定義

する｡そして,その ｢解消の仕方｣を,マルクスの記述をベースにして,次の

三つに分類した｡すなわち,総資本の一部が,1) 利潤をもたらさなくなる場

令 (無の利潤), 2) 低率でしか価値増殖しえない場合, 3) 負の利潤,換言

すれば蓄積された資本価値の破壊を被る場合の三つである｡そして,これらを

資本の ｢負の価値増殖 d6valorisation｣ という概念のもとにくくる20)｡過剰等

18) このような理解にたてば,平均利潤率の上限 N/Cが十分に下落するということは,必ずしも

必要ではない｡

19)P.Boccara.L'～iudes,p-42.
20)Zbid.,pp.42-45,pp･298-299.無の利潤の場合は,マルクスの言う ｢資未の遊休化｣に対応/
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積の概念を定義するに際して,これがもたらされる要因を捨象しておくことは,∵

かえって現実の問題への適用性を高めるであろう｡しかし,その要因を明確に

しないままに,過剰蓄積を具体的現実に適用した場合に,過剰蓄積の概念その

ものから導かれるその ｢解消の仕方｣までを椀株的に具体的現実に適用すれば,L

過度に現実を単純化してしまう危険が生じるであろう｡

さきに示した過剰蓄積の概念からして,産業循環の過程で周期的に現われる

恐慌や,また,19世紀末の大不況あるいは30年代の経済にも,この概念は適用

可能となるだろうが,前者が ｢中期の過剰等着｣,後者が ｢相対的に長期の過

剰蓄積｣と呼ばれていることは前節で簡単に触れたとおりである｡その各々に

対応して,｢負の価値増殖｣も一過性のものと構造的なものとに二分される｡

ここで問題にするのは構造的な ｢負の価値増殖｣である｡

ボ.?カラによれば,19世紀末または1930年代における長期的な成長の停滞お

よび独占資本主義 ･国家独占資本主義を特徴づける諸変化は,上記の ｢過剰蓄

積一負の価値増殖の理論｣に対応するものであった,このような着想自体は,

基本的にマルクス及びケインズから得られたものと言える｡実際,ポ ッカラは,

マルクスが資本輸出や株式資本を過剰蓄積に関わらせて言及していること,蕊

たケインズの投資の限界効率の低下,投資の社会化の議論を引き合いに出す21)｡

そして,これらを更に体系的にし,資本輸出 ･独占諸形態 ･金融資本また公的

金融を ｢負の価値増殖｣の具体的存在様式と規定した｡与れらの ｢負の価値増

殖｣が構造的と呼ばれるのは,過剰蓄積が長期化することによって進展する構

造的危機が,社会 ･経済構造の変革をもたらし,それによって ｢負 の価値増

殖｣が慢性的な性格をもつようになる,とするからである22)0

＼ し,第二の場合はマルクス自身が述べていることである｡第三の場合は,資本価値の破壊あるい

は破滅に対応する｡ところで,ポッカラの場合,d岳Valorisationは,資本価値の単なる減少,す

なわち減価という意味ではなく,資本の価値増寮の簡限 ･削減 という意味で使われているで,｢負

の価値増殖｣という訳語をあてておく｡

21) Zbid.,pp･49-55･
22) ポッカラの構造概念は,様々な経済的諸関係の有機的統一体といった内容である｡詳しくは,

P･Boccara,Suplamiseenmouvementdu"Capital",197声,pp.94-97.
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要するに,ポッカラは,これらの構造的な ｢負の価値増殖｣によって長期的

な過剰蓄積が解消され,全体的な回復が可能 となり蓄積が続行してゆくと論じ

た28)｡しかし,ポッカラの過剰蓄積およびその ｢解消の仕方｣の定義からして,

-この ｢負の価値増殖｣というのは,利潤がいわば再分配され利潤率の格差が生

じるということであって,構造的というのはこの利潤率格差が固定化される,

という以上のことは意味しないと考えられる｡それ故,この ｢負の価値増殖｣

によって,剰余価値増大の制約がとり険かれると考えるのは困難で,全体的な

蓄積の回復がこれによってもたらされる,とするのは明らかに過度の単純化と

いう批判は免れないであろう24)a

確かに,ポッカラは,公的金融という質的に新たな構造的な ｢負 の価 値 増

殖｣が必然的になる要因を,一再び迎えた長期の過剰蓄積の状態において,独占

による ｢負の価値増殖｣の凍結への傾向が生じることに求め,あくまで慎重に

法則と直接に結付けて論じることを避けた2㌔ しかし,過剰蓄積が法則の現実

における現れであると位置付けられる以上,ポ ッカラのいわゆる ｢過剰蓄積一

負の価値増殖の理論｣は,それのみでは法則から直接に独占や国家独占の成立

を導き,これらを利潤率低下の阻止要田として捉えたペゼソティまた手嶋氏ら

の議論26)と同じ系譜に属するものとみれよう｡

ところで,過剰蓄積と規定される状態から出発 して仮説を構成 したことから,

ポ ッカラのその後の議論の方向を予測することは容易であ′ろう｡なぜ,歴史の

一時期に過剰蓄積が相対的に長期化する傾向をもつようになるのか,また,こ

のことと法則とはどのように関わっているのか,あるいは,いないのか｡

いわゆる ｢景気循環の変容｣の問題に触れて,ポ ッカラは言 う｡ ｢中期循環

23) P.Boccara,Eludes,p.44.
24) ポッカラの口轟剰蓄積一負の価値増殖の理論｣に対する的確な批判は,マランボウ学派の-チ

ンの次の文献にも見られる｡P.lY.Henin,Macroeconomics,1986,pp.364-866.

25) P.Boccara,Eludes,p.56,p.132.ここで,｢負の価値増殖｣の凍結とは,価格を維持しつ
つ数量調節を行なう独占の行動を指している｡

26) A.Pesenti,Thefallingrateofproもt,Science& SocietyNo.3,19591手嶋正毅『日本国家
独占資本主義論』1966年｡
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は,不況の債向をもつ長期局面において廃止されはしないが修正される｡この

修正によって,なるほど不況の様相をもつ諸困難がより長引くという性格をも

つようになる｡しかし,この修正自体は,その様々な現れにおいて,対象とな

る具体的な長期局面の構造的 .歴史的諸条件に依存しているO｣27)では,なぜ,

不況が相対的に長期化するようになるのか? 換言すれば,なぜ過剰蓄環が相

対的に長期化するようになるのか?

ポ ッカラが念頭においているのは,吉うまでもなく1870･80年代,1920･30

年代であるが,これらの時期における不況の長期化の要因については,新興工

業国の台頭がひきおこした世界市場での競争の激化,農業恐慌,重工業の躍進,

独占の存在など様々に指摘されてきた｡これら両時期における不況の長期化を

統一的に説明しようとするものに,これを ｢帝国主義段階に特有の恐慌 の形

態｣と捉える議論がある28)｡すなわち,不況の回復を著しく遅らせる原因を独

占資本の成立に求める議論であるが,かかる論者自ら指摘してきたように,こ

の議論には,少なくとも80年代初頭までは独占体はまだそれほどの成長を示し

ていなかったこと,また,両時期にはさまれた期間における不況は長期化する

ようなことはなかったこと,などの史実と合致しない面が存在する｡

ポッカラの議論はこの点についても二分法的で,一方では上の説明と同様な

認識に立ち,そしてそれを一般化して資本の大量の ｢負の価値増殖｣が構造に

よって凍結されることに,不況の長期化の要因を求める29)｡ここで注目するの

は,もう一方の側面である｡前節でみたように,中期循環が相対的に短期間に

解消され, ｢上昇懐向の長期局面｣が可能となるのは,主として,過去の労働

が増える以上に機械によっておき代えられる生きた労働が節約され,こうして

27) P.Boccara,Eludes,p.317.
28) 大内九 佐々木隆雄 ｢恐慌論の応用的諸問題｣ 『資本論叢座』第7巻,1964年｡

大内力 『国家独占資本主義論』1970年｡

29) P.Boccara,血udes,p.319,ポッカラの議論には,常に ｢過剰蓄積｢負の価値増殖｣による

分析と,いわば利潤率をベースにした分析とを混在させる,あるいは独立して論じるという特徴

がみられる｡そして,ポッカラの理論にコメソトがなされる場合,ほとんどの場合,前者にむけ

られている｡
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｢総労働の生産性｣が上昇するからであった｡そして,この ｢総労働の生産性｣

の上昇が生産物中の過去の労働の増大の太釧こ鈍化することが, ｢下降懐向の

長期局面｣への転回点を画する｡不況が相対的に長期化する要因は,単純化す

れば,かかる生産性の上昇の型が変化することに求められる｡

すなわち,一方では, ｢金融的蓄積｣･投機などのために生産的投資が削減

される懐向が現われ,他方では,新技術を徐々に導入することによって生産物

に比して物的手段への支出が技術的に節約される憤向が生じてくると言う｡こ

こに ｢上昇傾向の長期局面｣における資本の有棟的構成の上昇債向とは逆に,

それが低下する傾向をもつようになり,ポッカラの言う ｢下降傾向 の長期 局

面｣とは資本の有棟的構成が低下することによって,特に特徴づけられると言

ってよいOそして,不況の長期化は,かかる生産手段の蓄積の相対的削減とい

う新しい懐向が､かえって市場の不十分さ,国際的な競争の激化,大量失業を

うみだし,一種の悪循環がおこることにその主たる原因が求められる80)O

法則との関わりでこの議論をみた場合に,特徴的なことは,言うまでもなく,

｢長期の過剰蓄積｣の条件のもとでの技術進歩が,競争 ･社会闘争の圧力下で,

基本的に生産物一単位あたりの不変資本価値の削減の方向ですすむということ,

そして,このような労働生産性の上昇の型が,資本の有機的構成と生産の有機

的構成とはほぼ同方向に変化するとの仮定にたって,資本の有機的構成の低下

への債向に現れるとすることであるO周知のように,かかる ｢資本節約的｣な

技術進歩は,法則に対する批判の-論点となっていた｡しかし,ポ ッカラにあ

っては,このような技術進歩それ自体が,法則に示された矛盾- 資本制生産

に支配的な労働生産性の上昇方法が,労働生産性の上昇そのものに敵対するよ

うになること- の現れなのであるo法則の論証という視角からはほとんど議

論の姐上にのぼされることのなかった,上述の技術進歩の塾を,議論の内にと

りこんだこと,ここに法則という視点からみたポッカラの議論の最大の特徴が

30) P.Boeeara,Cycleslongs,pp.14-15.
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みいだされる81)O

こうして,ポッカラによれば,｢下降債向の長期局面｣において資本構成の

新たな水準が確立され,前述の悪循環が,社会 ･経済構造の変革によって生ま

れる生産性と需要の新たな条件によって打ち砕かれることによって,再び ｢上

昇僚向の長期局面｣へと移行してゆく｡そして,ポッカラのこのような長期循

環モデルの核になっているのは,明らかに労働生産性についての議論なのであ

る｡

ⅠⅠⅠ 技術進歩の型と労働生産性

ポ ッカラの言う ｢総労働の生産性｣とは, ｢本来的労働生産性｣とも ｢社会

的労働生産性｣とも呼ばれているもので,物的な労働生産性の測定に直接労働

だけでなく間接労働をも含めて考える,労働生産性についての一つの指標であ

る82)｡この指標の背景には,人間が自然に働きかけて自然を変革する,その能

力の効率を測るものさしとして,それ故分業の発達した社会にあっては,ある

特定の人,経営組織ではなく,それらを越えて人間が協働してどれだけの労働

を支出してどれだけの生産物を生産したかを示すものとして労働生産性を捉え

る考え方がある.すなわち,社会的立場からみれば,ある物財を一単位生産す

るのに,生きた労働の節約がなくとも死んだ労働の節約があれば,それも,人

間が自然に働きかけ自然を変革する能力の増大を意味するのである8急)Oここで

は,かかる社会的立場からみた労働生産性を,単に労働生産性と呼んでおこう｡

ところで,マルクスの ｢労働の生産性が高くなるということ古も 生きている

労働の割合が減って過去の労働の割合がふえるということ,といってもその結

31) かかる技術進歩の塾は,経験的事実としてさま,すでにギルマンが第一次大戦後のアメl)カ経済

について指摘していたが,ギルマソにむけられた批判点は主として彼の ｢法則の再定式化｣にあ

った (ギルマン,西川良一訳 『利潤率低下の理論』1968年,117-127ページ参贋)｡

32) ｢総労働の生産性｣という用語の由来については,岡稔 『計画経済論序説』1963年,寡-章参

照｡

33) 労働生産性についての考え方は,置塩信雄 『再生産の理論』1957年,松田和久 『労働生産性測

定論』1964年｡
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巣は商品に含まれている労働の総量が減ることになるということ,つまり過去

の労働がふえる以上に生きている労働が減ることにはかならない｡｣84'との叙述

は,しばしば労働生産性を定義したものとして引用される｡しかし,上の社会

的立場からみた労働生産性という観点からすれば,これは労働生産性が上昇す

る,すなわち ｢商品にふくまれている労働の総量が減る｣場合の一つの型を述

べたものと位置付けられるだろう｡そして,この場合には過去の労働が増える

のであるから,明らかに,このようなことが継起的に起これば十分な時間の経

過の後には労働生産性の上昇には限界が生じる｡あるいは,初期の過去の労働

量以下にその生産物の価値が低下することはありえない｡

ポ ッカラが,総労働の生産性の鈍化と言う時,このような労働生産性の上昇

の型を念頭においているのはまちがいない｡そして, ｢生産手段に結晶化され

た労働の蓄積によって,生きた労働の生産性を上昇させる｣85)という,この資

本制生産に支配的な労働生産性を上昇させる方式が,労働生産性の上昇そのも

のに敵対するようになった時,その反作用として,生産物一単位あたりの不変

資本価値の削減という新しい労働生産性を上昇させる方式が現れる,というの

がポ ッカラの議論の核になっているO

さて,ポ ッカラは上述の労働生産性の上昇の型をそれぞれ,前著を有棟的構

成が上昇する場合,後者を有機的構成が低下する場合という二つの技術進歩の

型に対応させたOこのことを,技術進歩の型に違いがある場合に,労働生産性

の上昇の塾はどうなるのか,と問題をたてて簡単に示してみよう｡

単純化のために,生産財,消費財それぞれ一種ずつあり,生産財は耐久的で

ないとするOそして, それぞれの生産係数を (al,Tl),(a2,r2)とし, 革を

単位労働当たりの消費財で測った実質賃金率とする｡

生産財 1単位の価値 tl,消費財 1単位の価値 i之は,それぞれ

tl=alil+Tl

34) K.Marx,DasKagiial,Bd.3,S.271.大月書店版全集,第25巻,326べ-ジ｡
35) P.Boccara,Eludes,p.､307.
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t2-a2tl+T2 で定まるO

また,均等利潤率rは,生産財,消費財の価格をそれぞれ 91,92とすれば,

91-(1+r)(alPl+TIRp2)

92-(1+r)(a2Pl+T2Rp2) で定まるO

ここで,生産財部門で新技術が導入されるとする｡新技術が導入される条件

は,利潤率を上昇させること,今の場合にはコストを引き下げることであるか

ら,実質賃金率Rを一定とすれば,新技術 (al′,71′)と旧技術 (alO,Ilo) と

の間に成立する関係は,

alOplO+710Rp20>allplO+Tl'Rp20 (1)

(ただし,Plo,p20は旧技術のもとで成立する価格)

また, この新技術が労働生産性を上昇させる条件は,tlOを旧技術のもとで

の価値として36),

tlO>al'tlO+Tl' (2)

ところで,産業革命以来の磯枕の発展は,人間と物的手段との関係からみれ

揺,人間の筋肉の運動が横桟によって代位されてゆく,それゆえ,人間労働が

排除されてゆく過程であった｡このことを考慮して,技術導入の条件である不

等式(1)に,Tl'<710という条件をつけ加えるOこうして得られる (all,Il′)
の組を示す図に,alOtlO-al′il'(tllは,新技術が標準的なものになった時の生

産財1単位の価値)を示す曲線を書き加えたものが図1である｡

価値決定式より,有棟的構成 altl/Tlは,al/(1-al)であるから,図の(Ⅰ)

(Ⅱ)の領域は有棟的構成の低下する場合であり,図の(Ⅱ)(Ⅳ)は上昇する場合

である｡図より知れるように,同じく右横的構成が低下する場合であっても,

(Ⅰ)の領域では ｢技術的構成｣al/Tlが低下し,(Ⅱ)では上昇するOまた, 同

じく右横的構成が上昇するといっても,(Ⅲ)の領域では新技術が標準的なもの

になった時,生産財 1単位に含まれる不変資本の価値 al'lltが旧技術 の もと

でのそれよりも減少する場合であり,(Ⅳ)は逆に増大する場合である｡また,

36) 以上については,詳しくは,置塩信雄 『資本制経済の基礎理論』1351138ページ｡
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両者の境界線上では,不変である｡

ポッカラの仮説は,労働生産性の上昇という観点からは,資本制経済におい

ては(Ⅳ)の場合が支配的なものとして現れ,それによって生じる不変資本価値

の絶対的増大という労働生産性にとっての制約をとり除くた釧こ,(I)早(Ⅱ)

の場合が現れる,というものである｡しかし,同じく有機的構成が上昇する場

合であっても,(班)のような不変資本価値を絶対的に減少号せる場合もありえ

る87)｡それ乱 有機的構成を上昇させる技術進歩があった場合,必ずしも(Ⅳ)

のような労働生産性上昇の塾がすすむとは言えない｡また,たとえ生産財部門

でこのようなことが起こっても,消費財部門での労働生産性の上昇が同様な型

を必ず持つとも言えない｡

ポッカラによれば,ギルマソをはじめとする有境的構成の計測の試み,ある

いはクズネッツらの資本一産出比率 (資本係数)についての統計的分析を総合

37) 実際,マルクスはこのような場合についても言及している｡たとえば,K.Marx,op.cii.,S.
236.邦訳,283ページ｡
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すれば,それらは上昇そして下降の長期的な循環を繰り返しているという88)｡
その検討は小論の課題をはずれるが,ポッカラの労働生産性の上昇の塾の変化

という仮説は,かかる事実を合理的に説明しようとする試みにはかならない｡

というのは,右横的構成を低下させる技術進歩は図から知れるように,必ず生

産物 1単位に含まれる不変資本価値の低下を伴うから,これと対照的に,また

因果的に有棟的構成を上昇させる技術進歩を捉えるならば,単に有機的構成を

上昇させるということだけでは無く,(Ⅳ)のような不変資本価値を絶対的に増

加させる場合,あるいは,不変に止まる場合を問題にせざるを得ないからであ

る｡

要するに,有椀的構成あるいは近似的に資本一産出比率が長期的な循環を繰

り返しているならば,そしてこうした循環を通じて平均的にのみ,カルドアが

｢定型化された事実｣として示したように長期的にはぼ一定であると言えるな

らば39),このことは,技術進歩の型は外生的に与えられるのではなく,具体的

な経済諸条件によって定まることを示唆している.ポッカラの議論古も これを

労働生産性の型の変化という仮説によって解く試みであり,同時に中立的技術

進歩を批判し∴技術進歩の型という議論を批判的に摂取する試みなのである｡

むすぴにかえて

60年代末よりのインフレの加速化,また失業問題の顕在化 国際通貨危機な

どを,ポッカラは早くも1967年末に,｢上昇傍向の長期局面｣から ｢下降候向

の長期局面｣への転換を示すものとして把撞し,そこから ｢国家独占資本主義

の危機｣なる問題提起をおこなった｡

ポ ッカラの過剰蓄積論は,端的に言って,この構造的危棟の核心を,ある技

術の体系が限界に達し次の技術の体系に切り換えられることにみいだすもの,

38) P.Boccara,血zdes,pp.403-405.P.Boccara,CyclesloJlgS,Pp.9111.ただし,明らかに,

有桟的構成が傾向的に上昇し続けていると言えないことは,確かである｡

39) N.Kaldor,Capitalaccumulationandeconomicgrowth,inF.Lutz(ed.),TheTheoryof

Capilal,1961･
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と言える｡ここに,シュンペーターの技術革新仮説の影響が窺われる｡そして,

その政策的含意は,徐々にではあるが次第に明らかとなってきた,そして,皮

作用としてまた不徹底にしか現れてこなかった,物的手段への支出の節約を,

またそれとの関連で人間の発達のための支出の拡大 (研究,教育,労働 ･生活

条件など)を体系的に意識的にすすめてゆくこと,というものである｡

これが,政策の理念をしか与えていないとするならば,利潤率の懐向的低落

の法則という,ともすれば資本主義の自動崩壊論に結びつく理論に依りながら

ち,意識的な社会の制御あるいは管理の問題を正当に評価し,これを支える理

念あるいは基準を客観性をもって示した理論を提起したこと,ここにポ ッカラ

の過剰蓄積論の現代的意義があるといっても過言ではない｡

(1987年9月5日)




